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航空分野における脱炭素化の目標

〇 脱炭素化に向けた国際民間航空機関（ICAO)による国際航空枠組みの発効、2050年カーボンニュート
ラル目標を踏まえた国内目標の設定により、航空会社及び空港にとって、脱炭素化の取組は喫緊の課題。
さらに、本邦航空会社及び空港の国際競争力への影響も懸念。

〇 それらの課題に対応するため、我が国の航空分野全体で脱炭素化を推進する体制を構築することが急務。

航空分野における脱炭素化の動き

①新技術の導入
②運航方式の改善
③SAF（※）の活用
④市場メカニズム

各国際航空会社は、①～③の手段により削減してもベースライン
から増加するCO2排出量を、④市場メカニズム（炭素クレジット）
によりオフセットしなければならない（2035年までの制度）。

我が国は2021年から自発参加。

目標達成の手段

○2020年以降総排出量を増加させない（2019年の総排出量以下とする）

国際航空分野における脱炭素化の動き

削減目標

国内
航空

○2013年度の総排出量以下とする

⇒単位輸送量当たりのCO2排出量
（kg-CO2/トンキロ）について、
対2013年度比16％削減

※2013年度1.3977⇒2030年度1.1693

空港

○2013年度比で2030年度までに各空
港において温室効果ガス排出量46％
以上削減

○再エネ等導入ポテンシャルを最大限活
用することにより、我が国の空港全体に
おいてカーボンニュートラルの高みを目指
す。

国内航空分野・空港分野における脱炭素化の動き

CORSIA（ICAOによる市場メカニズムを活用した排出削減制度）

（※）バイオジェット燃料等の
持続可能な航空燃料。

○燃料効率を毎年２％改善

※国際航空分野の長期目標検討のためのタスクグループ（LTAG-TG）を設置（議長：日本）
2022年秋のICAO総会で長期目標策定予定

グローバル削減目標（国際民間航空機関（ICAO））
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課題と対応策 （運航の改善によるCO2削減策）

運航時間の増加により、燃料消費量とCO2排出量が増大（その他、定時性悪化、機材・乗員稼働低下も）
→ 解決には、運航の改善を通じた運航時間の短縮（遅延の縮小）が必要

（対応策） 航空交通全体の最適化による円滑な交通流の実現 （迂回飛行や空中待機の削減）⇒運航時間・CO2排出量を削減
・出発から到着まで、気象状況の変化やイレギュラー対応等も含め全ての運航を細かく時間管理し、交通流全体を精緻に制御

→運航情報のデジタル化、航空機監視の高精度化、管制システムの高度化、通信の高速大容量化等が必要
（気象状況や運航状況を精緻に把握した上で、管制システムが最適な運航を算出し、機上システムとデータ通信することが必要）

従来の優先目標：
①急増する航空交通量への対応
②安全性の維持＋生産性の向上

⇒ 管制の高度化により順調に航空交通量の
増大に対応

交通量の増大に伴う空域の混雑が急速に増大
⇒ 管制の高度化により、交通量には対応できてきたが、

一方で、運航時間・CO2排出量が増加
（参考） 同じ路線での平均運航時間増加 ⇒ CO2排出量も増加
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※羽田⇔大阪 B777-200型機 1フライトあたり

平均運航時間（分）

これまでの取組み

（低アクシデント
率）

（システム高度化）
（管制官等の高い習熟度）

CO２排出面での課題

今後は、交通量増加への対応と運航時間（所要時間）短縮の両立が必要

①より短いルート・効率的な高度、②地上走行部分も含めたエンジン稼働時間の短縮、③全体最適化等

2008年度比：
2019年度で5.8％増

2009年度比：
2019年度で21.6％増

過去２０年間で２倍近い
交通量増に対応

※主要路線 1フライトあたり

解決策

脱炭素転換 脱炭素転換

燃料消費量
低減

CO2排出量
削減

定時性
向上

就航率
向上

安全性
向上

航空交通量
増大

業務効率
性・

生産性向上

遅延の
縮小
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運航の改善に向けた場面ごとのアプローチ

【航空路】
B：迂回の少ない飛行ルート及び
高度・経路の選択自由度の向上

【出発・到着】
C：燃費の良い上昇・下降の実現

及び就航率の改善

【空港面】
D：アイドリング時間の削減、地上

走行経路の最適化

A：精緻な時間管理等を用いた円滑な交通流の実現による航空交通全体の最適化

 空域容量の拡大（取扱可能機数の増加）

○運航時間は「地上走行時間」、「飛行時間」いずれも増加傾向にある。これらの改善には、地上での出発待ち
の渋滞解消や空中での遠回りや待機解消が必要。
○飛行経路の短縮等の個別運航の効率化に加えて、航空交通全体を適切に管理することにより円滑な交通流
を実現することが必要。

目的地空港の混雑のため、
空中で旋回しながら待機や
遠回りして順番待ちが発生。

 時間管理による交通流の最適化

（分）

※羽田～新千歳、羽田～福岡、

羽田～伊丹、羽田～那覇、

中部～新千歳、中部～那覇、

関西～新千歳、関西～那覇、

関西～福岡

（国内主要９路線※の全機種平均）
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Gate to Gateの運航時間の内訳

■地上走行時間 ■ 飛行時間

・かつては、大幅な地上待機・上空旋回による待機が恒常化しつつあったものの、交通
流制御や首都圏空域の再編等により緩和。一方で、脱炭素への転換に向けて、更なる
運航の改善に向けた取り組みが必要

滑走路末端で出発待ちの渋滞によ
り、不必要な燃料消費が発生。

改善策

＜運航フェーズごとの方策＞

＜交通流全体に対する方策＞
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2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年

総合管理

航
空
交
通
全
体

空域の抜本的再編

運航情報の共有による飛行計画の
調整

時間管理の実現
(交通容量管理を含む。)

航
空
路

高度・経路の選択自由度の向上

迂回の少ない飛行ルート

出
発
・
到
着

就航率の改善
(高度化された航法の導入推進)

燃費の良い上昇・降下の実現

空
港
面

地上待機時間の短縮

地上走行の最適化

 航空交通量の増大に対応するととともに、運航効率の改善等によりCO2排出量の削減に取り組む必要がある。
 将来の航空交通システムの進展や技術開発の動向を見越しつつ、航空交通全体の最適化と航空路・出発及び到着・空港面における運航フェーズごとの改善策
それぞれについて、短期的取組を実行に移すとともに中長期的取組を段階的に推進していく。（今後の取組において、10%程度のCO2削減を目指す）

工程表の基本的な考え方

●凡例 1. 準備・導入
フェーズ

2. 試行・実証
フェーズ

3.運用・拡大
フェーズ

更なる
高度化

運航の改善に向けた工程表
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本運用上下分離の段階的実施

本運用／機能拡大試行運用デジタル情報共有基盤（ＳＷＩＭ）構築 → FF-ICE（運航前軌道調整）

※ 表内部の記載は取組例。

本運用／導入空港拡大試行運用自走距離の短縮

導入空港拡大継続的な上昇・降下（CDO等）が可能となる運用

導入空港拡大RNP-AR 運航基準見直し

導入空域拡大試行運用高高度フリールート

本運用空域の境界（高度）のリアルタイム変更

SWIMの外国との接続 → FF-ICE（運航中軌道調整）

本運用空域の境界（高度＋水平位置）のリアルタイム変更

本運用試行運用洋上航空路における飛行高度最適化

高度化／導入空港拡大試行運用SBASを用いたRNP進入方式の導入

導入拡大機能実証ACDM統合、AMAN高度化開発

メタリングの導入 本運用／機能拡大
将来の航空交通
システムの進展や
技術開発の動向を
踏まえながら、航空
交通全体の最適化
等について、更なる
取組を推進

※ 年は暦年を表
す。今後、「CO2削減協議会（仮称）」を設立し、下記のような取組を検討し、推進していく。

国土交通省航空局「航空機運航分野におけるCO2削減に関する検討会」
（委員長：屋井鉄雄東京工業大学教授）にて、令和3年12月10日に取りまとめ
※「機材・装備品等への新技術の導入」、「SAFの導入促進」の分野についても、同様の工程表を作成


